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富士通総研経済研究所 主任研究員 

 

＜要旨＞ 

 

 COP15 において“留意”されたコペンハーゲン合意に基づき、各国が温室効果ガスの削

減目標・行動を国連事務局に提出したが、気候安定化に十分な削減の確保はできていない。

こうした状況において、我が国政府は 2020 年に 1990 年比 25％削減という非常に高い目標

を掲げているが、全世界で合計するとまだ不足する削減量の穴埋めのため、我が国は現在

掲げた目標値以上の削減責任を負う可能性がある。25％を全て自国で削減することは現実

的ではなく、我が国企業の競争力を大幅に損なう恐れが強く、他国での削減の活用が不可

欠であろう。よって、我が国政府は、25％削減を国内問題ではなく国際問題ととらえ、技

術移転を通じて地球規模で効率的な削減を実現するための枠組み提言を国際社会に向けて

行う必要がある。 

 

キーワード：COP、地球温暖化、コペンハーゲン合意 
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1. はじめに 

 

2009 年 12 月にコペンハーゲン（デンマーク）において気候変動枠組条約第 15 回締約国

会議(COP15)が開催された。京都議定書に続く次期枠組みに関する合意が期待されていたが、

結局は、コペンハーゲン合意に“留意”するという形で閉会した。コペンハーゲン合意で

は、先進国は 2010 年 1 月 31 日までに削減目標を提出することを記述されているが、我が

国は従来どおりの、温室効果ガス排出量を 2020 年までに 1990 年比 25％減という、前政権

と比較すると大幅な削減目標の提出を行った。この厳しい削減目標の設定に関しては、産

業界を中心に、景気に悪影響を与えるなど反対意見も根強い。また、この 25％のうち何％

を真水（自国内削減）で行うかに関しては、現時点では政府の公式見解は出ていない。そ

のため、2020 年に向けた具体的削減手段に関しては明示されていないのが現状である。 

また、現在各国が事務局に提出を行った削減目標を合計しても、コペンハーゲン合意に

記述されている産業革命以前と比較して 2 度以内の上昇に収めるには、不十分である。こ

のことからも、現在のように各国個別に削減目標の設定を行う方法では、十分な温室効果

ガスの削減が達成できないばかりでなく、各国の削減費用が大きく異なることによる公平

性の問題も生じることが明らかとなっている。 

 以上の問題意識より、本報告ではコペンハーゲン合意の内容を富士通総研経済研究所開

発の一般均衡モデル（Computable General Equilibrium Model）を用いて分析することに

より、我が国の産業競争力維持のための、我が国 25％削減目標達成及び次期枠組みのあり

方に関して言及を行う。 

 

2. 使用モデル概要 

 

 本研究では、温暖化関連研究において広く使われている一般均衡モデルである GTAP-E

をベースに分析モデルの開発を行った。今回用いる一般均衡モデルの解説は、伴、濱崎、

岡川（2004）に詳しい。 

簡単にではあるが、以下モデル内における排出クレジットの扱いに関して説明を行う。

図表 1 は、GTAP-E モデル内での価格連関を示している。価格には、市場価格とエージェ

ント価格があり、両価格は税によって結ばれる。 

 

 1



図表 1 GTAP―E 内での価格連関 

 
 

 式で表すと以下のようになる。 

 

ririri TOPMPS ,,,         （1） 

rjirjirji TFPMPF ,,,,,,         （2） 

ririri TPPMPP ,,,         （3） 

ririri TGPMPG ,,,         （4） 

riPS , ：地域 r における財 i の供給価格 

rjiPF ,, ：地域 r における j 産業が購入する財 i の価格 

riPP , ：地域 r における財 i の家計購入価格 

riPG , ：地域 r における財 i の政府購入価格 

riPM , ：地域 r における財 i の市場価格 

riTO , ：地域rにおける財iへの税力1 

rjiTF ,, ：地域 r における j 産業が購入する財 i への税力 

                                                  
1 税力（power of tax）は、税率に 1 を加えたものである。 
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riTP , ：地域 r における財 i の家計購入への税力 

riTG , ：地域 r における財 i の政府購入への税力 

 

 式（1）～式（4）を変化率で示すと以下のようになる。小文字は変化率を示している。 

 

ririri topmps ,,,         (5) 

rjirjirji tfpmpf ,,,,,,         (6) 

ririri tppmpp ,,,         (7) 

ririri tgpmpg ,,,         (8) 

 

 GTAP-E 内では、企業、家計、政府が市場からエネルギーを購入する際に、排出クレジ

ットを保有（つまりクレジット価格を負担）しなければならないとしている。負担する費

用は、購入するエネルギーの炭素含有量に比例する。よって、モデル内では、以下の式の

ようにクレジット価格負担を盛り込む。 

 

rirji ACTAXtf ,,,         (9) 

riri ACTAXtp ,,         (10) 

riri ACATXtg ,,         (11) 

CTAX  ：排出クレジット価格（US＄/トン・炭素） 

riA ,  ：地域rにおけるエネルギーiの平均炭素含有量（トン・炭素/US$2） 

 

ただし、二酸化炭素排出の対象となる購入エネルギーは、原油（OIL）、石油製品(P_C)、

ガス(GAS)、石炭(COL)であり、電力(ELY)は対象とならない。発電に起因する二酸化炭素

排出による費用は発電部門(ELY)で費用負担を行う。ただし、GTAP-E 内では、生産投入財

                                                  
2 エネルギー市場価格 1US＄当たりに含まれる炭素含有量。物量ベースのエネルギーデー

タは、IEA「エネルギーバランス表」等を用いて価格データに変換されている。 
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の価格変化はそのまま生産財価格へ転嫁されるため、電力使用に関しては間接的ではある

が、費用負担が生じる。また、原油産業(OIL)での原油(OIL)購入、石油製品部門(P_C)での

石油製品(P_C)、原油（OIL）の購入、ガス部門(GAS)でのガス(GAS)購入、石炭部門(COL)

での石炭(COL)購入は、二酸化炭素排出量算出におけるダブルカウントを避けるために費用

負担の対象外としている。 

 

 また、本研究では、発電部門においてボトムアップ要素を導入3し、電源種別毎のエネル

ギー効率の変更を可能なものとする（図表 2）。 

 

図表 2 トップダウン型と技術バンドル型生産構造比較 

 

一般的トップダウン型生産構造     技術バンドル型生産構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本研究では、2001～2020 年を対象にシミュレーションを実施する。しかし、最新の世界

データベースは GTAP データベース第 6 版であり、その基準年は 2001 年である。多くの

研究においては、静学モデルを使用し、今後も 2001 年のバランスが維持されると仮定しシ

ミュレーションを実施する。しかし、2020 年と 2001 年では、その経済構造は大きく変化

していると思われ、また中国、インドといった急速な経済成長を遂げている途上国の温室

効果ガス排出への影響を考慮することが出来ない。そこで本研究では、静学一般均衡モデ

ルの動学化を行い、2020 年までの世界の姿を推計した。2020 年までの推計には、IMF の

World Economic Outlook Database (April 2008)の GDP 及び Population データを利用す

る。2005 年までは実績データ、2006 年以降は予測値を用いる。 

 本研究では、図表 3 及び図表 4 に示す国・地域区分及び産業区分に基づき分析を行う。 

                                                  
3 一般的には、これを技術バンドルアプローチ呼び、トップダウンモデルの利点である、経

済マクロ評価を維持しつつ、ボトムアップの利点である詳細な技術の評価を可能とする。 
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図表 3 国・地域区分 

  説明 

CHN 中国 

IND インド 

JPN 日本 

USA 米国 

CAN カナダ 

EU15 EU15 

RUS ロシア 

RoA1 その他附属書国 

RoW その他 

 

図表 4 産業分類 

  説明 

AGR 農業 

COL 石炭 

OIL 原油 

GAS ガス 

P_C 石油製品 

ELY 電力 

I_S 鉄鋼 

NFM 非鉄金属 

MIN 鉱物製品 

PPP 紙・パ・出版 

CRP 化学・ゴム・プラスティック 

MNF その他製造業 

TRP 運輸 

SER サービス 

 

3. 25％削減は真水で可能か？ 

 

 では、いったい我が国の削減目標 25％のうちどの程度を真水で削減すればいいのであろ

うか？本研究では、富士通総研の開発した動学一般均衡（CGE）モデルを用いて、１）削

減目標を全て真水で達成する場合（真水）、２）海外での削減を最大限活用する場合（海外
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削減活用）の 2 ケースに関してシミュレーションを行った。その結果、真水ケースの限界

削減費用は、75.9US$/トン・CO2 であり、海外削減活用ケース（7.5 ドル/トン・CO2）と

比較するとその費用は約 10 倍であった。最近の欧州排出量取引制度（EUETS）の排出権

価格が 13 ユーロ/トン・CO２程度であることを考えると、全量真水で削減する場合の費用

負担の大きさが理解できるであろう。そのため、削減を真水のみで実行した場合には、我

が国のエネルギー多消費産業を中心に生産量を減少せざるをえなくなる。例えば鉄鋼業に

関しては、2020 年時点で 5.2％生産量が減少する。この結果は、シミュレーションという

単純化した世界での計算結果であり、実際にはこの数値以上の影響は十分起こりうること

に留意が必要である。世界最高のエネルギー効率を誇る我が国産業の生産量が減少し、削

減義務の無い低効率な国での産業活動が活発化する。その結果、我が国の産業の CO2 排出

量は減少するが削減義務の無い国での産業の CO2 は大きく増加する。いわゆる炭素リーケ

ージが発生する。このことを鑑みるに、全量真水での削減は、我が国からエネルギー多消

費産業の削減目標の無い国へ移転させることを促進する結果となる。単に、我が国経済に

深刻な影響を与えるだけでなく、地球全体での温室効果ガス削減にも負の影響を与えると

同時に、資源活用上も非効率である。 

このシミュレーションからも明らかなように、2020 年という大幅な技術革新が期待でき

ない時期では、ある程度海外からの排出権を活用する必要がある。海外での削減を最大限

活用した場合には、真水による削減は 2020 年において 6.9％まで低下する。1990 年比 6.9％

を真水で削減し、残りを海外より排出権を購入することにより我が国の削減費用は最小化

することが可能である。 

海外での削減を活用した場合、当然ながら排出権購入費用が発生する。図表 5 は海外削減活

用ケースでの 2020 年の主要国排出量取引売買金額を示している。我が国は 2020 年に 22 億ド

ルを支払う一方、例えば中国は 110 億ドルの収入を得る。本シミュレーションは、途上国において

削減費用の低い削減オプションから導入されると仮定しているため、この移転金額は楽観的である

可能性があることに留意が必要である。排出量売却収入を低炭素技術の研究開発に用いられた

場合には、巨大市場として期待される温暖化対策関連市場への途上国の競争力強化を手助けす

ることとなる。また、武器購入などに用いられる可能性もあり、排出量売却収入が温室効果ガス削

減のために用いられることを担保するメカニズムが必要である。 
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図表 5 主要国排出量売買金額（2020 年） 

（100 万ドル） 

  国 移転費用   国 移転費用 

日本 -2,162 中国 11,006 

米国 -5,681

排
出
権

売
却
者 インド 2,844 

排
出
権 

購
入
者 

EU -8,003    

（注）マイナスは支出、プラスは収入を示す。 

 

 先進国から途上国へ技術移転を行うことの重要性に関して指摘したが、京都議定書下に

おいても技術移転を促進する枠組みとしてクリーン開発メカニズム（CDM）が存在する。

図表 6 は、年間で提供されると予想されているホスト国別（中国、インド）CER の量とコ

ペンハーゲン合意の評価で行ったシミュレーションによって算出された2020年時点で必要

となる海外排出権量である。この表からも明白なように、プロジェクトベースで行われる

現在の CDM の枠組みでは将来必要となる途上国で削減が十分に行われない可能性がある。

その場合、我が国の削減目標が達成できない、もしくは非常に高い海外排出権の購入を強

いられる危険性がある。 

 

図表６ 海外削減によるクレジット量 

期待される年間提供CER4 2020 年に必要な海外排出権量  

  （トン・CO2) （トン・CO2) 

中国 2 億 0,241 万 9409 14 億 6,210 万 2,664 

インド 4,074 万 7692 3 億 7,781 万 2,692 

（出典）UNFCCC 

 

4. 追加的削減責任を負う危険性 

 

 実は我が国の 25％の削減目標と国際的議論の行方は非常に密接な関係がある。コペンハ

ーゲン合意は“留意”するという位置づけであるが、京都議定書においては削減義務を負

っていない米国、中国が削減に関して数値目標を表明する意味では、大きな一歩といえよ

う。図表 7 は、各国政府が表明している削減目標である。先進国の削減目標がある基準年

からの絶対量での削減率であるのに対して、途上国の削減目標は絶対量ではなく GDP あた

りの排出量での削減目標であることに留意が必要である。現在の成長速度で中国、インド

が経済成長し続けた場合、両国の温室効果ガス排出量は削減目標を達成したとしても大幅

に増加する可能性がある。 

                                                  
4 Certified Emission Reduction の略。CDM を通じて得られた排出権 
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図表 7 主要国の削減目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）Climate Action Tracker（http://www.climateactiontracker.org/）より筆者作成 

 

 では、現在公表されている各国の温室効果ガス排出量で、全世界の排出量に関し、どの

程度の削減を達成できるかを示したのが、図表 8 である。コペンハーゲン合意に記述され

ている地球の温度上昇を産業革命前と比較し 2℃以下に抑えるには、現在主要各国が公表し

ている温室効果ガス削減目標の 2.3 倍の削減が必要である。このことよりいえることは、次

の二点である。まず一点は、各国個別に設定した基準年から削減率を設定する方法の限界

を指摘することが出来る。現在は、どの程度削減するかを各国が持ち寄る形であり、実際

に削減を積み上げてもそもそもの目的である気候安定化を実現するに十分な温室効果ガス

排出量の削減が実現できない。もう一点は、今後の国際交渉の場における議論は、気候安

定化のために必要な削減の不足分をいかにして達成するのかが、論点となるであろう。我

が国は既に表明している 25％削減に追加した責任を負わされる可能性がある。 
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図表 8 世界排出量の推移 

（100 万トン・炭素） 
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（注）BAU (Business-as-usual)：現状維持シナリオ、コペンハーゲン：コペンハーゲン合

意に応じて、主要各国が事務局に提出した削減目標達成シナリオ、2℃：地球の平均気温上

昇を産業革命前と比較して 2℃に抑えるためのシナリオ 

 

 次に途上国の削減目標の評価を行う。図表 9 は、中国の 2020 年時点における BAU、GDP

比 45％排出削減、GDP 比 40％排出削減の場合の排出量を示している。予測には富士通総

研経済研究所の一般均衡モデルを活用している。40％削減目標と BAU を比較すると大きな

差はなく、BAU からわずかに 3.2％削減するに過ぎない。45％目標では BAU から 15.6％

の削減が達成されるが、削減費用は 2.0 ドル/トン・CO2 と非常に低い。 

 

図表 9 中国の排出量予測 

排出量  

（Gt-CO2) 

  2007 2020 

BAU からの乖離 

BAU 6.1 14.6 - 

45%目標 6.1 12.3 -15.6% 

40%目標 6.1 14.1 -3.2% 

 

 インドに関しても同様な予測を行った（図表 10）。GDP 比 25％、20％の両目標の 2020

年の排出量は BAU を上回っており、追加的な削減努力がなくとも目標の達成が可能である

ことを示している。 
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図表 10 インドの排出量予測 

排出量  

（Gt-CO2) 

  2007 2020 

BAU からの 乖離 

BAU 1.3 2.7 - 

25%目標 1.3 2.9 7.4% 

20%目標 1.3 3.1 14.6% 

 

 不足する削減量、今後急速な排出量の増加が見込まれる中国・インドでのより一層の削

減余地が存在することを考慮すると、中国・インドでの削減をいかにして進めるかが、気

候安定化に不可欠であることがわかる。 

 

5. 政府は何をすべきか？ 

 

 我が国の 25％削減目標は国際的視点より取り組む必要がある。既に指摘したとおり、真

水で全量削減を行うことは我が国経済にとって大きな負担となる。排出権購入を国富の流

出と見る向きもあろうが、高い費用負担により経済が停滞することも国富の損失といえる

のではないであろうか？中国、インドをはじめ海外では低いコストで多くの温室効果ガス

削減達成が可能である。確かに我が国は排出権の購入者となるが、我が国は最先端の省エ

ネルギー技術を有しており、こういった海外での削減活動が我が国企業にとって大きな市

場として成長していくことも考えられる。メキシコで開催される COP16 へ向けて我が国政

府は、25％を真水で削減するための検討を続けるのではなく、海外での削減も視野に入れ

た検討が重要である。そして、海外での削減が費用効率的かつ、十分な量の削減が可能と

なるための枠組みの検討を早急に始める必要がある。世界全体が低炭素社会へ向かうため

の市場を地球規模で創設し、我が国の有する省エネルギー技術の活躍する市場を創出し、

また同時に低炭素技術に関する研究開発の拡充を進め、次の我が国経済成長のエンジンと

して成長させていくことを目指すべきである。 

 鳩山政権は 25％という高い削減目標を掲げることにより国際交渉の場でリーダーシップ

を取りたいとの思惑があったと思われるが、実際にはコペンハーゲンでの我が国の存在は

報道されたように限定的なものであり、高い数値を示すだけでは、国際交渉の場では主導

的なポジションを得ることが出来ないことを証明した。我が国政府は、先進国から途上国

への効率的な技術移転を通じての温室効果ガス削減を達成する枠組みを提言して初めて、

国際議論をリードするポジションを得ることが可能となる。 
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6. 世界排出量取引構想 

 

 では、我が国政府は、具体的には国際的にどういった提案をする必要があるのであろう

か？現在の交渉状況を分析し、その問題点を明らかとし、その代替案を示す。 

今後の次期枠組み交渉はコペンハーゲン合意に“留意”する形で進展し、各国個別に決

めた基準年から削減目標の設定が温室効果ガス削減に関する主要な国際交渉の場での論点

になると思われる。しかし、今まで議論してきたように、このままでは以下の問題点が発

生する。 

 

I. 世界全体の排出量の管理が不可能 

 コペンハーゲン合意に応じて各国が事務局に提出した削減目標を積み上げたとしても、

コペンハーゲン合意に記述される世界の平均気温上昇を産業革命以前と比較して 2 度以下

に抑えるには不十分である。気候変動問題は各国個別の問題ではなく、世界的問題である。

このことからも各国個別の目標設定を行う前に全世界の目標に関する合意の設定が必要で

ある。 

 

II. 国毎に異なる削減費用 

各国個別で削減率の設定を行う場合、国間で削減目標達成のための費用は大きく異なる。

特に京都議定書では、先進国にのみ削減目標を設定した結果、先進国の企業には費用負担

が生じる一方、途上国企業は費用負担を行う必要がない。その結果、先進国企業の国際競

争力が低下することにより、エネルギー多消費産業を中心に先進国での生産が減少する一

方、逆に途上国では増加する。これにより、仮に先進国で排出量が減少したとしても、途

上国でより増加する、いわゆるリーケージが生じる可能性がある。 

 

III. 進まない技術移転 

CDM は個別プロジェクトベースであるため、手続きに手間がかかり十分な技術移転の達

成は困難。現状では、費用効率的かつ十分な海外削減量の実現が出来ていない。 

 

 以上の問題点を解決することを目的に、京都議定書と大きく異なる世界排出量取引制

度を提案する研究者が増えている。図表 11 は、世界排出量取引制度の概要を示している。

本来の目的である気候変動の安定化のためには、まずは世界で許容可能な温度上昇に関し

て合意する必要がある。許容温度に応じた大気中の温室効果ガス濃度（ストック）、排出量

（フロー）を決定しそれを各国に配分する。世界排出量取引は、まさにこの考えに則った

ものであり、まず全世界で許容される排出量を決めた後に、あるルールに基づいて各国に

許容される排出量を排出権として配分する。各国に配分された排出権は自由に売買を行う

ことが認められている。よって、世界で一つの炭素価格が形成される。これにより、世界
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規模で温室効果ガス削減プロジェクトが、価格の安いプロジェクトから順次実行が行われ

る。各国への排出権の配分方法は、気候変動枠組条約（United Nations Framework 

Convention on Climate Change）の第 3 条 1 項の「共通だが差異のある責任（Common but 

Differentiated Responsibilities (CBDR)）」の原則で行う5。 

 

図表 11 世界排出量取引制度概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 世界排出量取引制度は日本ではあまりなじみのない枠組みであるが、世界的にはその有

効性に関して活発に検討が行われている。LSE(London School of Economic and Political 

Science)のスターン教授6は、世界排出量取引制度の有効性を１）絶対量での温室効果ガス

排出量の管理が可能、２）削減活動費用の削減、３）途上国での削減を行うための資金の

供給が可能となる、の 3 点でまとめている。 

 

 具体的な提案としては、ドイツのGerman Advisory Council on Global Change (WBGU)7

炭素提案がある。概要は以下の通りである。 

 気温の上昇を 2℃までに抑えることを国際的に法的拘束力のあるものとする。 

                                                  
5京都議定書では、先進国に対して削減目標を課し、途上国は自主的削減とすることにより、

この原則を実現した。世界排出量取引制度では配分方法で実現する。 
6 Nicholas Stern (2008), “KEY ELEMENTS OF A GLOBAL DEAL ON CLIMATE 
CHANGE”. 
7 詳細は、WBGU（2009）、“Solving the climate dilemma: The budget approach”、
http://www.wbgu.de/wbgu_sn2009_en.pdf 
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 2℃にまで抑制するために、2050 年までに世界で排出が許容される排出量（＝炭素予

算）を取り決める。 

 2015～2020 年で全世界の排出量をピークアウトさせる。 

 各国への炭素予算の配分は、人口を基準とする（＝一人当たりの排出量が各国で同じ

くなる） 

 各国は低炭素化工程表（decarbonisation road maps）を作成する。 

 排出量取引（International Emission Trading）、共同実施(Joint Implementation)とい

った柔軟性処置、資金メカニズム及び技術移転に関して合意する。 

 世界気候銀行（World Climate Bank）を設立する。この銀行は、１）低炭素化工程表

を評価、２）柔軟性処置及び移転を管理する。 

 

 先進国のみならず、途上国においてさえも同様の検討が行われている。中国社会科学院

のPan教授8は、2008 年に開催された気候変動枠組み条約第 14 回締約国会議（COP14）に

おいて、炭素予算提案（Carbon Budget Proposal）を提案した9。彼らはこの提案において、

全世界の温室効果ガスは排出量を 2020 年までにピークアウトし、2050 年までに半減（2005

年比）することの必要性を説いている。その場合、1900～2050 年の年間一人当たりで許容

される排出量は、2.33 トン・CO2 とした。本提案は、累積での一人当たり排出量を各国間

で同じくすることを目指している。しかし、米国は炭素予算の 3.2 倍、英国は 2.7 倍の排出

を行う一方、中国は炭素予算の 28％、インドは 10％を排出したに過ぎない。先進国の中で

は 2050 までに使用していい炭素予算を 1900 年から現在で超過していない場合は、残った

炭素予算を利用することができる。既に炭素予算分以上を排出した国は、炭素予算に余裕

のある国から炭素予算を購入することができる。先進国の 2050 年までの基礎需要に必要な

炭素予算は途上国の未使用分から移転を受けることができ、移転された資金を活用して途

上国は温室効果ガス削減を行うことができる。中国社会科学院の提案は、累積での一人当

たり排出量を各国で同じくする点が特徴である。 

 

 各国への排出権の配分方法に関しては、より詳細な検討が必要あるが、世界炭素市場の

創設は我が国企業にとって二つのメリットをもたらす。一つは、全世界で共通の炭素価格

が決まるため、エネルギー効率の高い我が国企業の競争力が高まる。これにより、問題点

として指摘したリーケージ問題が解決できる。また、途上国において我が国企業の有する

省エネ技術活用を活用できる市場の拡大が期待できる。 

 

                                                  
8 詳細は、Pan Jiahua, Chen Ying and Li Chenxi（2009）, “Balancing the Carbon Budget” 
http://www.chinadialogue.net/article/show/single/en/3386-Balancing-the-carbon-budget 
9 COP15 においても、炭素予算提案に関するサイドイベントを開催。 
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7. まとめ 

 

 COP15 で“留意”されたコペンハーゲン合意に基づき、各国は削減目標・計画を国連事

務局に提出し、気候安定化に十分な削減の確保はできていないのが現状である。今後、こ

の不足分の達成に関する議論が国際的に高まっていくものと思われるが、我が国政府が国

際社会に対して具体的提案を行わない場合には、我が国が追加的な削減責任を負う可能性

がある。 

 25％の削減目標の達成に関しては、現在政府内において検討が進んでいるが、真水での

削減は我が国経済や産業競争力に深刻な影響を与える危険性がある。よって、海外での削

減活動の活用を視野に入れた検討が必要である。ただ、CDM の経験をみるに、経済効率的

に十分な量の確保は現状では困難である、我が国政府にとって、25％削減において海外で

の削減を積極的に活用し、地球規模での削減に貢献することを目標に、地球全体で効率的

な削減を実現するための枠組みの提案が急務である。 
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